















The building process of community and self-government in the temporary housing that 
gathered from various disaster areas


















　　Although residents of Asto-Nagamachi Temporary Housing came from various disaster 
areas, they were able to smoothly build a community and establish a self-governing body. To 
examine the factors which lead to the community building and establishment of the self-governing 
body, a survey was conducted on residents' activities. The following results were obtained: 
（1）There were many residents who were not able to rent a private housing or move into 
temporary housing they initially desired. （2）Residents who moved in by groups became leaders 
of the residents' association, and promoted organization of small club activities. （3）Outside 
supporters provided various opportunities for communication, some of which inspired voluntary 
activities by the residents.
東北工業大学地域連携センター紀要　EOS





























配布件数 151 件，回収件数 119 件，回収率 78.8％
Ⅱ居住者ヒアリング調査（自宅訪問聞き取り）
2013.11/17-11/21 実施　調査対象：あすと長町仮設住宅居住世帯 13 世帯
②自治形成（４章）
◦キーパーソンヒアリング調査（2013.10 実施）










あすと仮設は，仙台市内で最も早い 2011 年 4 月下旬に入居が開始され，市内最大 233
戸が設置された（図 1）。地下鉄や JR の駅にもほど近い再開発エリアに立地し，周辺には
ショッピングセンター，商店街，病院等の生活利便施設が揃っている。しかしながら，津
波被災した沿岸地域から 10km 近く離れていたことや，後述するグループ入居の実施によ
り，一次募集時には 3 グループ 25 世帯の入居に留まった。その後，条件が緩和され，同
年末には概ね満室となった。
居住者属性（ 2013 年 9 月時点）は，世帯主の年齢（図 2）が 60 歳代以上の割合が
71.8％と高齢世帯の割合が高いことが伺える。世帯構成（図 3）では，単身が 40.7％と最
も多い。入居時期（図 4）は 4,5 月が 36.8％，6,7 月が 29.1％，8 月以降が 34.2％となってい
る。被災時の居住地（図 5）は，仙台市内が 78.2％，市外が 21.8％。市外においては気仙沼，
南三陸，女川，石巻，東松島，名取，岩沼，亘理，山元，南相馬と多様で広域から集まっ
ている様子が伺える。
被災当時の住宅所有形態（図 6）は，戸建持家 53.6%，民間賃貸住宅 18.8%，戸建借家
12.5%，分譲マンション 7.1%，その他 5.4%，公営住宅 1.8% で，賃貸住宅の割合が約 1/3
にのぼっているのは，市街地立地の仮設住宅の特徴といえよう。また，被災当時の住まい
が住み続けられなくなった原因（図 7/MA）は，地震 47.3%，津波 41.1%，家主からの立




































































































図 ．世帯主の年齢 図 ．世帯構成
図 ．入居時期 図 ．被災時の住所
図 ．被災時の住宅形態 図 ．被災時の住宅に住めなくなった理由（ ）
図 ．入居時期別の入居理由 図 ．被災時居住地別の入居理由
図 ．入居時期別の入居までに困ったこと 図 ．被災時居住地別の入居までに困ったこと
図 ．被災時からの世帯人数の変化 図 ．あすと仮設の近所に親類が住んでいる
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組 25 世帯注２）の入居に留まった。2 次募集時には 5 世帯以上に緩和され，加えて高齢者ま
たは障害者のいる世帯は単独入居も可能となった。その結果，2 グループ 10 世帯に加え




























































































ら減ったが 33.0% となっている。その結果，先述のように単身世帯が 4 割を超えており，
世帯規模の縮小化が顕著といえる。このような状態では，特に単身高齢者の居住の安定に
対して，外部からの支援が必要となるが，「仮設住宅から 15 分以内（交通手段問わず）に








が，初めから自治会という形ではなく，グループ入居した 5 組から各 2 名を出して，計 10
名の有志で自治会設立の準備組織として「運営委員会」を発足させる方向で話を進めた。
運営委員会としての実績を残すことで，居住者の中に自治活動の必要性に対する理解者を

























最も早くから始まった「ラジオ体操クラブ（ 2011 年 6 月～）」は，グループ入居した居
住者による近所の人への声かけから始まり，当初は 4 名でのスタートであったものが，
























た。これと並行して会員募集が段階的に進められた。8 月 25 日に第一回，10 月に第二回，





する。2011 年 6 月～ 2012 年 10 月の総利用件数は 556 件で月平均は 32.7 件となり毎日のよ
うに催し物等で活発に利用されている様子が伺える。そのうち，自治会やクラブ活動等の
居住者による使用は 188 件（ 33.8%）で，公的機関，NPO，ボランティアグループ等の外
部支援は 337 件（ 60.6%），不明は 31 件（ 5.6%）であった。利用形態別では，趣味・習い
事が 187 件（ 33.6%），健康・福祉が 175 件（ 31.5%），交流が 89 件（ 16.0%），会議が 30






















様々な理由で就労困難な人を対象に，生活支援・就労支援を行うため，2011 年 3 月に仙











任意団体の長町まざらいん（以下，まざらいん）は，1995 年 7 月に太白区長町地区のま
ちづくりを考える団体として設立された。地元の商店主や主婦，学生ら様々な主体が参加
し，イベント等による賑わいづくり，ミニコミ紙の発行活動等を展開している。まざらい
んは，あすと仮設の入居が始まった直後の 2011 年 5 月から，同仮設内の集会所で行う「ふ
れあいサロン」の活動を開始した。その他，旅行等，様々な企画により，居住者同士が顔
を合わせる機会を創出し，居住者間コミュニケーションの活発化を促した。その後，まざ







に，2011 年 6 月に結成されたのが「仮設カスタマイズお助け隊」である。作業中に付近
の居住者や通りがかりの方から声がかかることも多く，次第に作業に参加するようになり，
軒先での作業自体がコミュニケーションのきっかけになっている。2012 年 3 月，仙台市
による復興公営住宅の計画について情報が提供され始めたことを契機として，新井と同仮







リアフリーのアートプロジェクトとして 2010 年より活動を開始し，長町地区では 2010 年
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